
農林水産商工常任委員会資料 
（令和７年７月２２日） 

 

 
項 目                                                     ページ 

 

■ 県内企業の事業継続力の強化に向けた企業 BCP モデルの改訂について 

【商工政策課】･･････ ２ 

 

■ 令和７年度ＴＰＳ（トヨタ生産方式）研修の開始について 

 【産業未来創造課】･･････ ４ 

   

■ 県立鳥取ハローワークにおける個人情報（メールアドレス）の流出につ 

  いて 

 【鳥取県立鳥取ハローワーク】･･････ ５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商 工 労 働 部 

-1-



県内企業の事業継続力の強化に向けた企業BCPモデルの改訂について 

令和７年７月２２日 
商 工 政 策 課 

近年、激甚化・多発化する自然災害や感染症、サイバー攻撃など、企業経営を巡るリスクの多様化に伴い
企業のBCP（事業継続計画）の重要性が増しています。 
そのため、県内事業者のBCPの策定・見直しを一層促進していくため、企業向けBCPのひな型を刷新し、

事業継続力の強化と、BCPを通した社会信用力の向上による企業価値向上を支援していきます。 
 
１ 鳥取県版企業BCPモデルの全面改訂（令和７年４月公開） 

本県では、企業BCPモデル（ひな形）を独自に作成し、本モデルを通して、事業者のBCP策定を促進
してきましたが、事務負担の軽減を図りながら、より使いやすいものとなるよう、本年４月にモデルの
全面改訂を行いました。改訂後のモデルは、とりネットからのダウンロードを可能としています。 
（https://www.pref.tottori.lg.jp/174200.htm  /商工政策課/事業継続計画（BCP)/ 鳥取県版企業BCPモデルについて） 

［参考］県版企業BCPモデルを使って策定されたBCP件数 280計画［R4：52件、R5：34件、R6：31件］ 

［主な改訂のポイント］ 
①３つのモデルを１つのモデルに集約・統合 
・新型コロナ発生以降、「基本編」「自然災害編」「新型感染症編」の３種類の
モデルで運用してきたが、リスクの多様化が進む中、事象ごとではなく、
１つのモデルで対応していくことができるよう、それぞれのモデルの要素
を集約・統合して、オールハザード型に近い形のものに改めた。  

②情報の充実  
・有時の際の対応手順がイメージしやすくなるよう、社内の役割分担や、業
務単位の復旧レベル・対応等を一つの表にまとめる等して視認性を高め、
また策定・運用時のポイントや注意点、参考情報等の記載を充実した。 

③作成分量の削減 
・策定後の見直しを継続的に実施することができるよう、モデルの集約にあ
たっては、記載項目や様式等を工夫して簡略化を図り、事業者が作成しな
ければならない分量の減量化を行った。 

 

 

２ 鳥取県版企業BCPロゴマークの新設（令和７年７月） 
 
 
 
 

 
 
 

３ 今後実施する新たな取組 
これまで、BCPの策定事業者の拡大に向け、商工団体等と連携して普及啓発等を行ってきましたが、有

事にBCPが有効に機能していくためには、策定で満足せず、その後も定期的に点検・見直しを行うこと
が重要であるため、今年度は新たに「策定済BCP点検・診断ワークショップ」（12月予定）を実施すると
ともに、BCPの活用事例等を紹介するパンフレットも作成し、実効性向上支援を進めていきます。 

 
４ 参考 
（１）令和７年度のBCP支援の実施計画 
  ①BCP普及啓発セミナー［6.24東部、9.4西部］（前年度１回→２回） 
   ・BCPの必要性やメリットなどを分かりやすく解説する入門編のセミナー。 
  ②BCP策定ワークショップ［7.30東部、9.30西部、11.20中部］（２→３会場） 
   ・県版モデルを活用して、短期集中的にBCPを策定するための半日講座。 
  ③策定済BCP点検・診断ワークショップ（12月予定）（新設） 

・事業者同士が意見交換を行いながら、点検・診断の改善ノウハウを習得。 
  ④BCP訓練・演習体験セミナー（R8.1月予定） 
   ・BCPを使って社内訓練等を実施するためのノウハウを習得。 
  ⑤とっとりBCPサポートセンター 

・BCPの策定等に向けた個別の相談内容に対して、専門家がオンラインや現地で助言・指導を実施。 
  ⑥中小企業リスク対策強化補助金 

・BCPで位置付ける防護措置（自家発電や蓄電池）の整備や、地域への物資提供・電力開放等を支援。 

県版モデルでBCPを策定した事業者が、BCPの策定状況等を対外的に周知する
ことができるよう、ロゴマークを新たに作成するとともに、事業者の策定意欲の
喚起や企業価値向上等につなげていくため、県のホームページやSNS等により、
事業者名の公表等を行っていきます。 
［ロゴマークの活用イメージ］事業者のホームページや印刷物、名刺の刷込み 等 

［ロゴマークの交付者］県が行うBCP策定ワークショップのプログラム修了者 等 

普及啓発セミナー 
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（２）鳥取県版企業BCPモデル（令和７年度改訂版）の概要・イメージ 
 

 

   

 

BCP の対象となる非常事態を列記し、それぞれで想定

される被害や影響をあらかじめ分析。 

全体構成 

事業継続、対策・運用の
計画を作成。フロー図、タ
イムライン、地図等を使
い分かりやすく整理。 

重要業務ごとに、目標復旧時間・復旧レベル等を明確化し

て、目標達成のための戦略・対応を分かりやすく表示。 

有事の際の対応について、気象庁の情報等と関連付け

ながら、時系列で分かりやすく表示。 
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令和７年度ＴＰＳ（トヨタ生産方式）研修の開始について 
令和７年７月２２日 
産業未来創造課 

 

 本県は、令和３年度に「脱炭素技術研究会」を立ち上げ、脱炭素技術の研究開発、脱炭素推進人材の育成に取

り組んでいます。 

 このうち脱炭素推進人材については、トヨタ自動車(株)が開発・実践する「トヨタ生産方式（ＴＰＳ Toyota 

Production System）」を導入した研修により、育成を図っています。 
 

トヨタ生産方式（ＴＰＳ Toyota Production System） 

「ジャストインタイム（各工程が必要なものだけを、流れるように停滞なく生産する）」、「自働化（異常発生時には機械が直

ちに停止して、不良品を生み出さない）」を２本の柱として、効率化を図る生産方式。 

トヨタ自動車の工場生産の基本原則であり、世界最大の自動車メーカーに成長した原動力となった考え方。 

 

１ ＴＰＳ研修導入の目的 

製造現場では脱炭素を進める人材が不足しているが、中小企業単独では育成が難しいことから、県が中心と

なり、複数企業が合同で脱炭素推進人材の育成に取り組める場を設定することとした。 

研修手法のＴＰＳは生産最適化を目的とするが、生産性向上は脱炭素につながり、トヨタ自動車においても

同様の考え方でＴＰＳによる生産性向上・脱炭素生産を推進している。 

県はトヨタグループと提携し、同グループ監修の下、令和４年度からＴＰＳ研修を実施している。 

 

２ これまでの取組み 

本県のＴＰＳ研修の特徴は、県内企業の実際の製造現場を借りて研修会場とし、複数企業の人材が会場企業

の生産装置等を題材に課題解決に取り組む「ベンチマーク研修」にある。（トヨタグループ監修のＴＰＳ研修に

おいて、ベンチマーク方式の導入は国内初。） 

ベンチマーク研修と座学研修を組み合わせて階層別研修を実施し、トヨタグループから派遣いただいた専任

講師の直接指導の下、これまで延べ５５社、１３２名が参加している。 

（ベンチマーク研修実績） ※ 概ね月に２日間開催 

会場企業には一時的に操業を停止するなど協力いただいている。 

  令和４年度：ＴＶＣ(株)（南部町） 

  令和５～６年度：ＴＶＣ(株)（南部町）、気高電機(株)（鳥取市） 

※各会場の定員は各３０名 

（研修参加者の声） 

・在庫を減らすことで課題が可視化され、脱炭素化につながることを学び、驚きの連続だった。（社員） 

・ＴＰＳ研修を通じて社員の目が輝いてきた。また、提案する社員が増えた。（経営者） 

・社員が自主的に改善計画やＣＯ２削減計画を手掛けるなど、成長を実感できた。（経営者） 

 

３ 令和７年度の実施予定 

リコーＰＦＵコンピューティング(株)（鳥取市）に協力いただき、同社鳥取工場にて７月１５日からベンチ

マーク研修を実施している。 

また、令和８年１月下旬には、鳥取県脱炭素技術研究会の特別顧問であり、トヨタグループのＴＰＳ最高責

任者である、河合 満 トヨタ自動車(株)おやじ エグゼクティブフェローに来県いただき、県内工場を直接指

導していただく予定。 

[対象者] 経営者 管理職 製造中核人材 現場社員 

[テーマ] ＴＰＳの本質理解
（自働化、ジャスト
インタイム等） 

ＴＰＳに基づく方
針管理（現場の視え
る化、方針づくり、
定着・発展方法等） 

ＴＰＳベンチマーク研
修（工場の見える化、現
場カイゼン、ＣＯ２削減
方策など） 

ＴＰＳ基礎知識（問題解
決手法、品質管理等） 

[場 所] 

トヨタ自動車(株) 
本社工場、元町工場 
（座学・現場研修） 

米子コンベンショ
ンセンター 
(座学研修) 

リコーＰＦＵコンピュ
ーティング(株)鳥取工
場（現場研修） 

県民ふれあい会館 
米子市文化ホール 
(座学研修) 

[参加者] 約２０名 約３０名 約３０名 約４０名 

[時 期] １１月下旬頃 １１月２１日（金） ７月１４日～(全７回） ９月２５日～(全３回） 
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県立鳥取ハローワークにおける個人情報（メールアドレス）の流出について 

令和７年７月22日 

鳥取県立鳥取ハローワーク 

 

県立鳥取ハローワークにおいて、登録企業にメール配信する際にメールアドレスが流出した事

案が発生しましたので、報告します。 

今後、同様の事案が起きないよう再発防止策を講じて、個人情報の適切な管理に努めます。 

 

 

１ 事案発生日 

  令和７年６月30日（月） 

 

２ 事案の概要 

鳥取県立鳥取ハローワークの担当職員が、６月30日（月）、登録企業にメール配信する際

に、送信先メールアドレスを「bcc」欄に入れて送信すべきところを不注意により「宛先」欄

に入れて送信した。  

担当職員がメール送信後、所属職員が送信済メールを見て「bcc」欄で送信しなかったこと

に気付き、流出が判明した。 

 

３ 発生原因 

担当職員が、不注意によりメールアドレスを「bcc」欄ではなく「宛先」欄に入れ、送信し

ようとした際、宛先設定に誤りがないか確認を求めるメッセージ表示が出たが、送信を急ぎ、

確認が不十分なまま、各項目にチェックを入れ、送信してしまった。  

外部の者にメールを送信する際には、送信前に他の職員によるチェックを受けるようにして

いたが、この対応の徹底ができていなかった。 

 

４ 流出した情報 

登録企業の担当者67名分のメールアドレス 

 

５ 対応状況 

流出判明後、直ちに今回の経緯の説明、謝罪及び受信済メール削除の依頼をメール及び電話

にて行った。 

 

６ 再発防止策 

・複数の外部の者にメールを送信する際には、「bcc」欄にメールアドレスを入力し、送信前

にあらかじめ定めておいた他の職員によるチェックを必ず受けるといった基本ルールの厳守

を再徹底する等、個人情報の重要性に対する意識向上と管理徹底を図る。 

・あらかじめメールアドレスを雛形登録しておくことで、次回からは宛先欄を入力せずに、メ

ールを作成することができる機能も業務に応じて活用する。 
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